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本研究では，熊本県阿蘇市の住民を対象に質問紙調査を実施し，災害への備えの実施選択について潜在

クラスモデルを用いてモデル化し，住民の自発的な減災対策（非常持出品の準備，避難経路の確認）を促

すための政策的示唆を得ることを試みた．住民の区分化に際しては，被災経験に着目し，災害への備えの

説明変数には防護動機理論(Rogers, 1981)の諸心理的要素を用いてモデル化を行った．結果として，非常持

出品の準備については，被災経験者ほど防護動機理論の諸要素によって行動が説明されるクラスに分類さ

れること，避難経路の確認については，被災経験の多い住民ほど避難経路の確認の効果に関する認知が，

また被災経験の少ない住民はその費用に関する認知が重要な行動の説明変数であることが明らかとなった．  
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１．はじめに 
災害対策・対応において行政機関のみによる取り組み

には限界があるという認識が広がる中，ハザードマップ

の配布や減災地域リーダー研修会の実施，家庭向けの防

災マニュアルの作成・配布など様々な手段を通じて，自

治体は住民の自発的な減災対策の促進を図っている．住

民は行政に対する過度な期待を避け，個々または属する

コミュニティ単位でその対策・対応に取り組むことが求

められる．一方，災害に対する意識は高まりつつあるが，

実際の行動に結びついていない，という指摘がある．自

治体や研究機関，NPO，マスメディアなどの様々な取り

組みは，甚大な被害をもたらした近年の自然災害とも相

まって，住民の災害に対する意識の向上に大きく寄与し

たと考えるが，住民の自発的な減災行動は多くの既往の

調査報告が示すとおり，不十分な水準にあると言わざる

を得ない．  
本稿では，このような背景から，住民の自発的な減災

行動を促すためのより効果的なリスクコミュニケーショ

ンの枠組みを構築することを目的とする．具体的には，

潜在クラスモデル1)2)を用いて，住民の災害に対する備え

の実施を説明する行動モデルを作成する．潜在クラスモ

デルを用いることにより，住民の個人属性や過去の経験

による，災害の備えに対する選好の異質性を表すことが

できる．住民の異質性を前提とすることにより，その特

性に応じたリスクコミュニケーションの枠組みを構築す

ることが可能である．多くの既往研究で指摘されている

ように，自治体が住民に災害への備えを促す場合，住民

に一様に働きかけることには限界がある．住民の個人属

性や過去の経験に応じて，その備えを効果的に促す情報

や知識は異なるはずである．潜在クラスモデルを通じた

住民の区分化によって，住民の特性に応じた減災教育や

セミナーの内容の検討が可能となる．  
なお，住民の区分化については，マーケティング3)や

公衆衛生4)5)の分野で多くの研究蓄積がある．一方で，防

災・減災分野においては，その重要性を指摘する文献は

あるが6)7)，十分な研究蓄積があるとは言えない．このよ

うな立場から，本稿では，住民を区分化する手段として

の潜在クラスモデルに着目し，区分化された住民を前提

としたリスクコミュニケーションの枠組みの提案を行う

ことを目的とする． 
また，住民を区分化する特性として，本稿では被災経

験に着目する．本人の被災経験はリスク認知を高めると

する論文は，国内外問わず数多く見られるが，行動意図

や実際の行動に結び付くかについては見解が分かれてい
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る．災害は発生したがそのとき個人的には被害を受けな

かった住民は比較的リスク認知が低い，とする見解は多

く，Ruinら8)は水害の文脈において過去直接水害を経験

した個人は，危険を過大評価し，未経験の個人は過小評

価する傾向にあることを示している．また，土砂災害に

おいても経験者は，災害発生の頻度，命の危険，恐怖を

未経験者と比較して高く認知している，とする結果を示

している．被災経験といっても人的被害の経験から地震

や土砂災害における家屋の倒壊被害，水害における床上

浸水など，その特徴は様々である．また，避難訓練経験

者，すなわち，実際に避難路を歩いたことがあるという

経験が実際の避難行動を促した，とする大本ら11)の研究

結果もある． 
被災経験について，どのような因果関係を仮定するか

は分析者の視点によるものが大きい．本研究では，分析

の最終的な目標は住民の（観察可能な）特性による区分

化にあるため，潜在的に住民は複数のクラスに分類でき

ることを前提としたい．そのため，住民のクラス分類関

数の変数として被災経験を用い，クラス分類の下で，住

民の行動を心理的要素で説明する行動モデルを構築する．

このようなモデル化を通じて，被災経験の有無による災

害への備えに対する住民の心理的特性の差異を明らかに

し，住民の災害への備えを促す効果的なコミュニケーシ

ョンが可能 となる． 
 
２．災害への備えに関するロジスティック回帰モデル 
 （１） 質問紙調査の概要 
本研究では，被災経験による選好の異質性を考慮した

災害への備えの行動モデルを作成するため，平成24年度

の九州北部災害で被災した熊本県阿蘇市（内牧，小里，

坂梨，三野，手野）の住民を対象に質問紙調査を行った．

調査概要を表1に示す．本調査では，性別や年齢，居住

年数，被災経験（回数）といった個人属性に加えて，

Rogers(1981)が提唱した防護動機理論に基づいて分析を

行うため，その構成要素である脅威評価（発生確率認知，

深刻さ認知，恐怖），対処評価（自己効力感，対処効果

性，対処コスト認知）についても五段階のリッカート尺

度で調査を行った．また，災害への備えの実施状況につ

いては，非常持ち出し品の準備と避難場所・避難経路の

確認の有無について調査を行った．なお，特定の情報入

手後の避難意図についても調査を行っているが，今回の

分析では災害に対する備えに着目するため分析には用い

ていない．また，今回の調査地域は，水害が生じた地域

と土砂災害が生じた地域のどちらも含んでいる．水害と

土砂災害ではハザードの特徴に違いがあるが，非常持ち

出し品の準備と避難場所・避難経路の確認はどちらの災

害にも有効な避難行動の備えとして位置づけられる点は

留意されたい． 

（２）質問紙調査結果の概要  

 質問紙調査の一時集計結果を表2に示す．回答者の平

均年齢は66.1歳と比較的高く，また被災経験者の割合が

78%を超えており，回答者の居住地域は災害常襲地域と

いえる．ただし，居住年数については平均37.8年である

が標準偏差が24.8年と大きい．これは調査対象地域が平

成24年に九州北部豪雨災害が発生した地域であり，たと

え居住年数が小さくても，その災害の際に被災した家計

が多く含まれていることを示唆する． 

表 1 質問紙調査の概要 

調査日時 2015年 6-7月 

調査方法 
配布：区長を経由した直接配布 
回収：郵送回収 

対象地域 
熊本県阿蘇市 
（内の牧，小里，坂梨，三野，手野） 

回収率 41.2%（570世帯回収／1383世帯配布） 

 
表 2 回答者の個人属性 

 平均 標準偏差 標本サイズ 

性別 (“男性”=1,) 0.61 － 554 

年齢 66.1 13.1 542 

家族構成人数 2.7 1.5 543 

居住年数 37.8 24.8 535 
被災経験 (”少なく

とも1回以上”=1) 0.78 － 554 

 
表 3 災害への備えの実施状況及び災害脅威評価と 

その備えに関する対処評価 

 平均 標準偏差 標本サイズ 
非常持出品の準備  
(“準備済”=1, “未準備”=0) 

0.35 － 536 

避難経路の確認 
(“確認済”=1, “未確認”=0) 

0.79 － 529 

主観的被災確率 53.54 22.23 487 
居住困難の可能性 
(“高い”=5, “低い”=1) 3.47 1.50 530 

負傷の可能性 
(“高い”=5, “低い”=1) 2.94 1.51 458 

命を失う可能性 
(“高い”=5, “低い”=1) 2.89 1.57 458 

自然災害への恐怖 
(“高い”=5, “低い”=1) 4.47 1.15 540 

素早い避難を可能に 
 :非常持出品 
(“思う”=5, “思わない”=1) 

4.66 0.78 512 

準備面倒: 非常持出品 
(“思う”=5, “思わない”=1) 2.73 1.54 498 

 安全な避難を可能に  
:経路確認  
(“思う”=5, “思わない”=1) 

4.47 1.01 507 

確認面倒: 避難経路 
(“思う”=5, “思わない”=1) 2.10 1.35 493 
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 次に，表2に非常持ち出し品の準備，避難経路の確認

の実施状況，災害に対する脅威評価，備えに対する対処

評価の調査結果を示す．非常持ち出し品を準備している

住民はおおよそ3.5割だが，避難経路を確認している住

民の割合は約8割に及ぶ．続いて，脅威評価として，主

観的被災確率，被害の程度，恐怖に関する調査結果につ

いて，今後被災する主観的確率は平均値は53.54%と将来

の被災可能性を主観的に確実視も楽観視もしていないこ

とが分かる．被災した場合の居住困難，負傷，命を失う

可能性については，居住困難になる可能性を負傷や命を

失う可能性と比較して高く認知していることが分かる．

恐怖については，おおむね住民は自然災害に恐怖を抱い

ていることが分かる．続いて，災害への備えの対処評価

である反応効果認知について，非常持ち出し品の準備に

ついては素早い避難につながるか，避難経路の確認につ

いては安全な避難につながるか，について調査を行った．

結果はどちらも非常に肯定的な結果となった．また，反

応コスト認知として，それぞれの備えが面倒であるかに

ついて調査を行った．結果として，非常持ち出し品の準

備は，避難経路の確認と比較して面倒と思われているこ

とが分かったが，どちらの備えについても面倒とは思わ

ないという回答が，当初の予想に反し多かった． 
（３）ロジスティック回帰モデル 

 上記の質問紙調査の結果を用いて，ロジスティック回

帰分析を行った．その結果を表3に示す．なお，説明変

数には，相関係数の高い変数を除くため，主観的被災確

率，居住困難の可能性，対処効果性，対処コストに関す

る認知，被災経験（数）を説明変数とし，非常持ち出し

品の準備及び避難経路の確認を被説明変数とするロジス

ティック回帰分析をそれぞれ行った．結果として，非常

持ち出し品の準備については，その面倒さに関する認知

がその実施の有無を説明する重要な認知的要素であるこ

とが分かる．避難経路の確認については，対処効果性，

対処コストに関する認知が重要な認知的要素であること

が分かる．被災経験については，避難経路の確認にのみ

優位な変数であった．すなわち，被災経験のある住民は

避難経路の確認を事前に行っていると解釈できる． 
 以下では，この分析を参照点として，被災経験を区分

化の変数として取り扱う潜在クラスモデルを構築する． 
 
３．災害への備えに関する潜在クラスモデル 
（１）モデルの定式化 

では，潜在クラスモデルを用いて住民の災害に対する

備えの行動をモデル化する．  
クラス𝑘𝑘において住民𝑛𝑛が選択肢𝑖𝑖を選択する際の効用を

𝑈𝑈𝑛𝑛𝑛𝑛 = 𝑉𝑉𝑛𝑛𝑛𝑛 + 𝜀𝜀𝑛𝑛𝑛𝑛と表す．ここで，𝑉𝑉𝑛𝑛𝑛𝑛は観測可能な効用

の要素であり，加法分離型効用関数を仮定する．𝜀𝜀𝑛𝑛𝑛𝑛は
非観測要素である．なお，本研究では住民の選択iにつ

いて，住民クラスkに依らず 

𝑖𝑖 = �
1:備えを実施する        
2:備えを実施しない                                  (1) 

のように定義する． 
本研究で用いる潜在クラスモデルは離散選択モデルの

一種であり，その理論的土台であるランダム効用モデル

では，消費者nが選択肢iを選択する効用を𝑉𝑉𝑛𝑛𝑛𝑛 = 𝑈𝑈𝑛𝑛𝑛𝑛 +
𝜀𝜀𝑛𝑛𝑛𝑛と表す．ここで𝑉𝑉𝑛𝑛𝑛𝑛は観察可能な効用項であり，加法

分離型の効用関数を仮定する．𝜀𝜀𝑛𝑛𝑛𝑛は観測不可能な誤差

項を表す． 
本研究で用いる潜在クラスロジットモデルでは，誤差

項を選択肢間で独立，同一なガンベル分布に従うことを

仮定する．クラスkにおいて，消費者nが選択肢iを選ぶ

確率をロジット型関数 

𝑃𝑃𝑛𝑛𝑛𝑛|𝑘𝑘 = exp (𝑉𝑉𝑛𝑛𝑛𝑛|𝑘𝑘)
∑ exp (𝑉𝑉𝑛𝑛𝑛𝑛|𝑘𝑘)𝑛𝑛                                              (2) 

のように表される．また，消費者nがクラスkに属する確

率を表すメンバーシップ関数についてもロジット型の関

数を仮定し， 

𝑃𝑃𝑛𝑛𝑘𝑘 = exp (𝒛𝒛𝒏𝒏′ 𝜽𝜽𝑘𝑘)
∑ exp (𝒛𝒛𝒏𝒏′ 𝜽𝜽𝑙𝑙)𝑙𝑙

                                                 (3) 

のように表す．なお，𝒛𝒛𝒏𝒏′ について消費者nがどのクラス

に属するかを決定づける説明変数であり，本研究では，

被災経験がこの変数にあたる． 
 消費者nが選択肢iを選択する確率𝑃𝑃𝑛𝑛𝑛𝑛は， 

𝑃𝑃𝑛𝑛𝑛𝑛 = ∑ 𝑃𝑃𝑛𝑛𝑘𝑘𝑃𝑃𝑛𝑛𝑛𝑛|𝑘𝑘𝑘𝑘                                               (4) 

で表される．また，住民nが実際に選択した選択肢を𝑖𝑖′

と表すとき，ダミー変数𝑑𝑑𝑛𝑛𝑛𝑛 を 

𝑑𝑑𝑛𝑛𝑛𝑛 = �
1: 𝑖𝑖 = 𝑖𝑖′のとき

0: 𝑖𝑖 ≠ 𝑖𝑖′のとき                                      (5) 

表 4 被災経験を説明変数とするロジスティック回

帰分析 

 非常持出品 避難経路 
主観的被災確率 0.001 0.004 
居住困難可能性 0.10 0.08 
対処効果性(非常持出品) 0.04 － 
対処効果性(経路確認) － -0.40** 
対処コスト(非常持出品) -0.56** － 
対処コスト(経路確認) － 0.32** 
被災経験(数) 0.08 0.19* 

Nagelkerke R-sq. 0.307 0.474 
AIC 483.33 411.66 
標本サイズ 421 424 

*: p<. 05, **: p < .01  
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のように定義する．このとき，尤度関数Lは 

𝐿𝐿 = ∏ ∏ 𝑃𝑃𝑛𝑛𝑛𝑛
𝑑𝑑𝑛𝑛𝑛𝑛

𝑛𝑛𝑛𝑛                                                        (6) 

のように定義される．また，対数尤度関数は 
𝐿𝐿 = ∑ ∑ 𝑑𝑑𝑛𝑛𝑛𝑛 ln𝑃𝑃𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛                                              (7) 

のように定義され，この関数の最大化を通してパラメー

タの推計を行う．なお，パラメータの推定について，本

稿では，EMアルゴリズムを用いる．詳細はBoxall ら10)や

Dempsterら11)を参照されたい．また，実際の推定に際し

てはソフトウェアRにおいて開発されているパッケージ

FlexMix12)を用いた． 
（２）分析結果 
 本稿では，避難に対する備えとして，1) 非常持ち出し

品の準備と2)避難経路の確認，の二つについて潜在クラ

スモデルを用いて分析を行った．その結果を表4, 5に示

す．結果として，非常持ち出し品の準備及び避難経路の

確認は，被災経験に基づいて統計的に二つのクラスに大

別されることが分かったがその特徴は大きく異なる．非

常持ち出し品の準備については，被災経験者ほど居住困

難の可能性や対処効果性，対処コストの認知がその意思

決定に影響を及ぼすクラスに分類されるが，一方で被災

経験の少ない住民は，防護動機理論のどの要因によって

も説明されないクラスに分類されることが分かる．また，

避難経路の確認については，被災経験の多い住民は対処

コストの認知が，少ない住民は対処効果の認知が意思決

定に重要な影響を及ぼすことが明らかとなった． 
 
４．おわりに 
 本研究では，熊本県阿蘇市の水害常習地域の住民を対

象に質問紙調査を実施し，非常持ち出し品の準備と避難

経路の確認について，それぞれロジスティック回帰，潜

在クラスモデルを構築し，パラメータ推計を行った． 
結果として，住民を区分化するうえで被災経験が重要

な変数となりうることを示したが，特に非常持ち出し品

の準備について，防護動機理論で用いられる諸要素が主

要な行動の説明変数となりえない住民区分が存在するこ

とがわかった．床上，床下浸水等の被災経験の精緻化，

行政への信頼や他者との同調意識など他の説明変数の検

討など，今後，さらなる分析を進める予定である． 
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表 5 潜在クラスモデル(非常持出品)の分析結果 

 非常持ち出し品の備え 
 クラス1 クラス2 
主観的被災確率 11.26 -0.25 
居住困難可能性 -6.47 0.33* 
対処効果性 -13.36 -0.66** 
対処コスト -2.29 0.26+ 
被災経験（数） － 0.45** 
クラスサイズ 142 279 
占有率 0.337 0.663 
AIC 473.05 

+:p<.1, *: p<. 05, **: p < .01%  

表 6 潜在クラスモデル(避難経路確認)の分析結果 

 避難経路の確認 
 クラス1 クラス2 
主観的被災確率 0.31 0.02 
居住困難可能性 0.53 0.14 
対処効果性 -1.54 -0.82** 
対処コスト 1.97** 0.23 
被災経験（数） － -0.27** 
クラスサイズ 197 227 
占有率 0.465 0.535 
AIC 418.06 

*: p<. 05, **: p < .01%  
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